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   コラム①

核戦略の論理をめぐる二潮流

 本山 功

はじめに
米国の核戦略をめぐる近年の議論には、中国との相互確証破壊（mutual assured 

destruction: MAD）を将来的に受け入れるべきかという論点が存在する 1。ここでみ
られるのは、中国との相互脆弱性を受け入れ対価値打撃能力の保持に専念すべきと
いう主張と、中国に対する損害限定を目的とした対兵力打撃能力を維持・強化すべ
きという主張の対立である。この対立は、核抑止や核戦略の論理をめぐる学術上の
2つの潮流、すなわち対価値打撃を重視する「核抑止論者（nuclear deterrence 

school）」と対兵力打撃を重視する「核優勢論者（nuclear superiority school）」とを
反映している 2。これらの潮流は、それぞれ異なる論理から相反する政策的示唆を引
き出し、米国の望ましい核態勢をめぐってせめぎ合ってきた。本稿では、初めにこ
れら2つの立場の理論的基盤と政策的含意について概観する。さらに、悪化する安
全保障環境を背景に対兵力打撃が再び注目を集める中、近年の技術革新や国際法遵
守の動きが、それを加速させる要因となっていることを確認する。最後に、米国の
2022年版「核態勢見直し（Nuclear Posture Review: NPR）」においてこれら二潮流
がどのように組み合わさり、モザイク状に反映されているかを示す。
米国における核抑止をめぐる議論の展開については、「第一の核時代」終わり頃

からの先行研究において「報復に基づく抑止（punitive retaliation school）」と「損
害限定に基づく抑止（damage-limitation school）」という考え方の対比が図られて
きた 3。本稿が取り上げる「核抑止論者」はこうした先行研究における「報復に基づ
く抑止」と同一の考え方を指し、また「核優勢論者」は先行研究における「損害限
定に基づく抑止」の考え方の延長上に存在するものである。ただし、後者は2010

年代に顕在化した議論を織り込んだ分類であり、「核優勢論者」と「損害限定に基
づく抑止」は以下の2点に差異を持つ。第1に、グレイやペインといった「損害限
定に基づく抑止」の提唱者は、米ソがMADの下での膠着状態にあることが拡大抑

止の信憑性に悪影響をもたらすと考え、MADから逃れることを志向して損害限定
能力に着目した 4。これに対して、本稿の「核優勢論者」は、MADから逃れること
を必ずしも志向せず、MADの存在自体を疑問視するか、MADの下でさえ核戦力
バランスの優越が政治的なパワーをもたらすと主張するのである。そして、その核
戦力バランスを自国優位にする一要素として損害限定能力への着目がなされる。前
者が抑止のために戦略環境を変化させようとするのに対して、後者は戦略環境にか
かわらず核優勢が外交目標の達成に広く役立つと主張するのである。また第2に、
拡大抑止の信憑性などの政策的課題への意識が強かった「損害限定に基づく抑止」
の考え方に対して、「核優勢論者」の論理は「核抑止論者」の理論的基盤となる数
理モデルとの接続を意識して構築されており、学術上の対比構造が鮮明といえる 5。
ただし、このような差異の指摘は、今日の政策議論における対兵力打撃への着目が
すべて核優勢論者的考えに依拠していて、「損害限定に基づく抑止」の考え方が塗
り替えられたと主張するものではない。例えば中国とのMADを受け入れるべきか
という論点については、両者ともが損害限定能力の向上を求める含意を導く。本稿
における核抑止と核優勢の対比は、あくまで近年の学術的議論を踏まえた理念型と
して提示するものである。

1. 核抑止論と対価値打撃
本稿で取り上げる「対価値打撃を重視する核抑止論者」は、冷戦期に発展した核
抑止理論における主流な考え方を持ち、核革命の前提に従ってMAD下での膠着状
態や戦略的安定を特別視し、核の戦力バランスや先行使用にほとんど政治的効用を
見出さない。本節は彼らの考えについて詳しく述べる。
核革命とは、核兵器の圧倒的破壊力と、残存性の高い第二撃能力に下支えされた
相互脆弱性が、軍事力と政治目標との関係性を根本から変容させたという信念を指
す 6。国家は伝統的に、政治目標を達成するためにその軍備を用いてきた。古典的な
戦争の論理の下では、国家はまず相対的な軍事力の強さを競い合い、ひとたび趨勢
が決すると、勝者は敗者に対する政治的支配をある程度得ることができた 7。軍事的
勝利はすなわち、その後の政治目標達成のための「入場料」8であると考えられたの
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である。しかし、相互脆弱性が確保された核保有国間の戦争では、片方が先制攻撃
を行った場合でさえ、攻撃国・被攻撃国の両者ともが「耐え難い損害」を被る。こ
うして、核戦争に勝利することは不可能であると考えられ、軍備の役割について根
本的な転換が求められた。ブローディは米国が核を独占していた1946年時点にお
いて早くも将来を見通し、「これまで、軍事組織の最大の目的は戦争に勝つことであっ
た。これからの目的は、それを回避することでなければならない」9と述べている。
また、核革命の論理は抑止理論にも重要な課題を提起した。すなわち、相互脆弱性
の下では、核兵器の実際の使用はいかなる政治目標に照らしても非合理的であると
考えられるために、核使用を示唆する抑止の脅しでさえ、その信憑性が欠如してし
まうという問題である。核抑止理論は、この信憑性の問題への対処を中心に発展し
た 10。そこでは、端的に述べれば、「核時代」において重要なのは軍事力のバランス
ではなく政治的利害のバランスであり、能力ではなく決意の大きさが競い合われる
と考えられた 11。
このような核革命の論理に依拠して、冷戦期以来の核抑止論者は、次のような学

術的・政策的態度をとる 12。第1に、核保有国間で戦略的安定（特に先制攻撃の誘因
が存在しない、第一撃に係る安定性）が確保されている膠着状態は、望ましい状態
であると考える。第2に、そのような戦略的安定が確保された状態としてのMAD

を重要視し、相互に「耐え難い損害」を生じさせるため、都市や民生インフラを標
的とした核兵器による対価値打撃を排除しない。そして第3に、相手国に「耐え難
い損害」を生じさせるだけの非脆弱な第二撃能力を保有することが決定的に重要で
あって、それ以上の核戦力は、抑止や強要といった危機交渉（crisis bargaining）の
結果に影響を及ぼし難いとする。これらの議論は、米ソ・米露の軍備管理交渉にも
反映された。例えば、対弾道ミサイル迎撃システムの開発・配備を制限する弾道弾
迎撃ミサイル（Anti-Ballistic Missile: ABM）条約は、米ソ間での相互脆弱性を維持
するための努力といえる。
他方で、米国の長年の核態勢に目を向けると、大量の弾頭保有や、対兵力標的政

策の採用や能力構築など、単に第二撃能力を確保することに留まらない戦力整備や
核ドクトリンを追求してきたことがわかる。核抑止論者の一人であるジャービスは
著書『米国の核戦略の非論理』において、この姿勢を批判した 13。すなわち、当時

の相殺戦略 14が対兵力打撃を志向していることは、米国の政策立案者が核革命の意
味を理解せず、軍事的優位が政治的成果に変換されやすい「核時代」以前の論理に
依拠した態勢整備を進めていることの表れであると指摘したのである。

2. 核優勢論と対兵力打撃
このような学術的な批判に対して、米国の核戦略を擁護しようとするのが「対兵
力打撃を重視する核優勢論者」の議論である。彼らの議論は、冷戦期からの核抑止
理論の礎石である核革命やMADといった概念に異を唱える。また、核戦力バラン
スの優位が国際政治や危機交渉における実効的なパワーへと直接転化しないという
既存の理論に対しても、その妥当性に疑問を投げかけている。さらに彼らは、相手
が安全な第二撃能力を保持しMADが維持されている状況下でさえ、核戦力の優位
性が戦略的な価値を有すると主張する。
クローニグは『米国の核戦略の論理』と題した著書において、ジャービスによる

「非論理」の指摘に反論しつつ、核戦力の優位は政治的優位へと変換できると主張
した。クローニグの主張は次の2つの前提に依拠している。第1に、MADの下で
は「勝者」も壊滅的な被害を受けるという従来の議論に対して、各国が抱く核戦争
のコストの期待値には、意味のある差異が存在するというものである。そして第2に、
その期待コストの差異を生み出すのは各国の核戦力バランスであり、これは第二撃
能力が確保された環境下でも同様だというものである。この第2の前提が成り立つ
根拠は、さらに2つに細分化される。すなわち、核戦力バランスに優る側は、①核
戦争において相手に相対的に大きなコストを強いることができるからであり、②核
兵器の対兵力運用によって自国の損害限定を図ることが可能だからである。クロー
ニグは、このような利点をもたらす核戦力バランスにおける優位性を核優勢（nuclear 

superiority）と定義した 15。核優勢は、具体的には、国家が抱く核戦争に対するコス
トの期待値として操作化され、自国にとっての核戦争の期待コストが敵対国の抱く
期待コストよりも小さければ、自国が核優勢を有するものとされる。そして、
MADの下での瀬戸際戦略として、決意の高さを示すためのリスクを取る競争が起
きたとしても、前述の2つの前提を受け入れる限りにおいて、核優勢は自国が核戦
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争を戦う決意を高めることで勝利を導くものだと主張したのである 16。このような、
核戦争における自国の被害と相手国の被害とを比較する考え方は、核抑止論の中核
的概念である核革命の、核戦争に勝者は存在し得ないという考え方とは異なるもの
といえる。
さらに、核優勢の論理を支持するものとして、MADの安定性や、第二撃能力は
残存性が高いものだという核抑止の基盤となるコンセンサス自体が、疑わしいもの
だという指摘も存在する。ロングとグリーンは、第二撃能力の中核をなす戦略原子
力潜水艦（ship submersible ballistic, nuclear: SSBN）や輸送起立発射機（transporter 

erector launcher: TEL）は、一般に評価されているよりはるかに脆弱であったと指
摘する 17。彼らは、冷戦期に米国によって行われた、ソ連の核戦力を発見するため
のインテリジェンス能力へのさまざまな投資に着目する。その結果として、音響監
視システムや音響測定艦によってSSBNに対する対兵力打撃が実現可能であった時
期が存在し、シギント衛星と航空機を用いたマッピングによるTELの追尾がある
程度成功していたと主張する。さらに、このような米国の対兵力打撃能力の向上に
対して、ソ連側の指導者が自国の第二撃能力の残存性に深刻な懸念を抱いていたこ
とも指摘されている 18。彼らは、これは数万発の核弾頭が存在した時代においてさ
え核戦力のバランスが懸念されていたということを意味するため、MADの安定性
に疑問を投げかけるものだと主張する。
このような論理に依拠して、核優勢論者は、核抑止論者とは対照的な学術的・政

策的示唆を引き出した。すなわち、たとえ全面核戦争に至ったとしても自国の被害
を低減して相手国に十分な損害を与えることができれば、核戦争に勝利したものと
考えるのである。従って、損害限定や武装解除攻撃を行うことで相手の核戦力を棄
損することが重要と考えられ、核・非核手段による対兵力打撃能力の構築や、核戦
力バランスにおける優位を追求する政策が必要と考える。これは、自国の脆弱性す
らも最大化させるMADに依拠した政策とは対照的であり、また核の先行使用も選
択肢から排除しない。この考え方は、例えば核兵器の先行使用を否定しない米国の
一貫した姿勢や、核戦争を戦い抜く態勢を構築することでエスカレーションをコン
トロールしようとする柔軟反応戦略 19などに結実した。なお、損害限定能力は、自
国の脆弱性を減らすことで相手国の核使用の脅しへ抵抗しやすくさせ、同盟国など

への拡大抑止の信憑性にも寄与するものとされる。

（1）技術革新―精度革命と低出力革命
このようなMADや核革命を否定する考えをさらに助長しているのが、技術革新
である 20。一般に、核戦力の残存性を高める主な手法には、硬化（hardening）、隠蔽
（concealment）、冗長性（redundancy）の確保が挙げられる。このうち硬化は、固
定式大陸間弾道ミサイル（intercontinental ballistic missile: ICBM）を地下サイロに
収めたりその蓋を強化したりすることで実装される。また隠蔽は、陸上では ICBM

をTELに収めて移動式とすることで、海洋では潜水艦発射弾道ミサイルをSSBN

に配備することなどで実装される 21。従来、これらの運搬手段に対する武装解除を
目的とした対兵力打撃は、インテリジェンスの問題に直面するとされた。すなわち
「第一撃を成功させるには、ほぼ完璧な情報収集、監視、偵察が必要」22であり、移
動可能な標的に対しては実現困難であると考えられてきたのである。さらに、硬化
や隠蔽を施された弾頭への攻撃の成功率を高めるために高出力の核弾頭による攻撃
を行うことには、2種類の問題が付きまとう 23。そのような攻撃は、第1に、大量の
民間人を巻き込む付随的損害を伴い、限定的な核戦争に留まらない報復を惹起する。
さらに第2に、大規模な放射性降下物を発生させ、標的国の周辺に位置する中立国
や同盟国に対する被害をも引き起こし得る。これらの問題は武装解除や損害限定の
ための対兵力打撃を非現実的な選択肢としていたが、技術革新によってそれが克服
されつつあるとの考えが現れたのである。
リーバーとプレスは、精密誘導能力の向上とリモートセンシング技術の向上が第
二撃能力の脆弱性を飛躍的に高め、核抑止の基礎を侵食していると指摘してい
る 24。具体的には、精密誘導能力の向上が硬化をほとんど無意味化し、リモートセ
ンシング技術の向上が隠蔽を困難にさせているとする。彼らによれば、精密誘導能
力の向上は、低出力核やひいては通常兵器による硬化目標の破壊を可能とし、従来
の懸念事項であった付随的損害や放射性降下物の発生を抑え、硬化目標に対する対
兵力打撃の実現可能性を高める。また、リモートセンシング技術の向上はTELや
SSBNの脆弱性を高め、移動目標の発見には依然困難が残るものの、将来的には隠
蔽の手法を棄損する可能性があるとされる。
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彼らは2017年時点において北朝鮮のTELに対する対兵力打撃が行われる状況を
仮想し、米国や同盟国による標的情報収集能力を分析した。それによれば、TEL

が移動し得る北朝鮮全土の道路について、米国や同盟国が保有する合成開口レーダー
衛星が24分に一度撮像することができ、各種の無人機と組み合わせることで97%

の範囲において継続的な検知と識別が可能になる 25。この分析はあくまで単純な試
算に過ぎず、技術的・制度的障害や標的検知の後の攻撃に関する議論を捨象してい
るという限界がある。ただし、ウクライナ戦争でも着目された宇宙能力の拡大やそ
の情報処理技術との結びつきは、このような監視能力に基づいたTELへの対兵力
打撃の実現可能性をますます高め得る。
なお、このような損害限定や武装解除のための対兵力打撃の効用には、さまざま

な観点から留保がつけられる。第1に、対兵力打撃の実現可能性は、相手国の大き
さや位置、地形や防御態勢にも規定される 26。第2に、グレイザーとフェッターが指
摘するとおり、技術革新による新たな脅威に対してはしばしば対抗策（countermeasure）
が用意されるほか、対兵力打撃の可能性は危機におけるエスカレーション圧力を高
め得る 27。

（2）核戦略と国際法
対兵力打撃を支持する言説の中には、前節で取り上げた技術革新を背景に核革命

やMADを否定するものとは別に、国際法の視点から対価値打撃を否定するものが
存在する。標的国の社会に対する確証破壊の脅しに基づく核抑止の倫理性について
は、国際人道法を含むさまざまな観点から長年の議論が存在している 28。本稿では、
このうち武力紛争法に係る論点を取り上げる。セーガンとウェイナーは、武力紛争
法とそれに対する米国の近年の立場は、対兵力打撃をある程度容認する一方で対価
値打撃を本質的に禁止していると指摘する 29。彼らによれば、武力紛争法における
区別原則は民間人の意図的な標的化を禁止しており、抑止論者が支持するMADに
依拠した対価値打撃を念頭に置いたドクトリンは支持され得ない 30。他方、比例原
則に従えば、米国や同盟国に期待される被害を著しく低下させる限りにおいて、対
兵力打撃が標的国に生じさせる付随的損害は許容され得る。また、そのような対兵
力打撃は、先述の兵器の精度向上と低出力核のさらなる実用化によって可能な選択

肢となりつつあると指摘した。
さらに重要なことに、このような考えは単に学術的思索にとどまらず、すでに米
国の核態勢に反映されている。米国は、冷戦期を通じて、比例原則や区別原則など
を定めたジュネーヴ諸条約第1追加議定書は核兵器に対して適用されないとの立場
をとってきた 31。しかしながら、オバマ政権が発出した核兵器使用政策指針は次の
ように言明して路線の変更を明確化した。

　新たな指針は、米国が潜在的な敵対国に対して顕著な対兵力能力を維持することを求

める。新たな指針は、「対価値」または「最小限抑止」戦略に依拠していない。

　新たな指針は、すべての計画が武力紛争法の基本原則とも整合的でなければならない

ことを明確にしている。したがって、計画は、例えば、区別と比例の原則を適用し、民

間人と民間施設への付随的損害を最小限に抑えるよう努める。米国は意図的に民間人や

民間施設を標的にすることはない 32。

この指針は直ちに米戦略軍の態勢に反映された。当時の米戦略軍司令官によれば、
戦略軍はこの指針に基づいて「非核攻撃の選択肢を拡大させ」、「付随的損害を最小
限にする戦術や技術を適用」するよう核計画の見直しを行った 33。この転換された
姿勢は米国のその後の政権にも引き継がれており、トランプ政権における
2018NPRやバイデン政権における核兵器使用政策指針にも武力紛争法に則った核
兵器の使用が言明されている 34。また、2023年に更新された米国防総省戦争法マニュ
アルも「戦争法は通常兵器の使用を規定するのと同様に、核兵器の使用を規定する。
例えば、核兵器は軍事目標に向けられなければならない」35としている。これらは、
米国の核使用における標的政策が、対兵力打撃へと傾倒していることを示唆する。
これに対して、核抑止論の立場から、武力紛争法が核戦略に重大な影響を与えるこ
とは、戦略的安定を損ない米国の抑止力を不十分なものにするとの批判が存在す
る 36。
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3. 2022NPRにみられる2つの潮流
これら「対価値打撃を重視する核抑止論者」と

「対兵力打撃を重視する核優勢論者」という2つ
の知的潮流は、米国の2022NPRにモザイク状に
組み合わさって反映されている。これらの二潮流
は核戦略に関する一般的な理論であると同時に、
米国の核戦略をめぐる議論を通じて発展してきた
側面がある。これまで、NPRは核抑止派と核軍
縮派という2つの知的方向性の断絶に影響を受け
ているとする分析枠組みが提示されてきた 37。本
稿が対比させる二潮流は、技術革新や国際法への
着意が米国の核態勢における対兵力打撃志向を後
押ししていることを明らかにするためのもので、
「核抑止」派の語が示唆する政策態度が先行研究
と異なる場合があることや、「核軍縮」の要素を排除するものではないことを明確
にしておく。また、以下の分析は二潮流を理念形として対比させる視点から行われ
たものであり、2022NPRの根本にある中国やロシアに対する脅威認識の高まりな
どを正面からとらえていない 38。

2022NPRにおける次の部分は、核抑止論者的思考を反映していると解釈できる。
第1に、「核兵器の正式な役割から『不確実な将来へのヘッジ』という役割を排除
する」39ことが言明された箇所である。核兵器の役割としての「ヘッジ」は、
2010NPRや2018NPRには記載されていたものである 40。先行研究によれば、この
ような役割は、大国間関係の在り方が一層不透明となる中で、予備核弾頭保有数の
維持や核兵器インフラの近代化を通じて、技術的・地政学的な予期せぬ事象に備え
るものと位置付けられてきた 41。核優勢論者は、米国の核戦力上の優位を将来にわたっ
て維持する目的に加え、近年の技術革新トレンドが相手国の対兵力打撃能力の著し
い向上を招き米国の核戦力を脆弱化させる可能性があるとの懸念から、報復能力を
維持するための「ヘッジ」が必要であると主張していた 42。第2に、トランプ政権で

米国の原潜から発射される、精度
革命を代表する兵器の1つである
巡航ミサイル。核弾頭付きトマホー
ク（TLAM-N）は2013年までにす
べて退役（AFP＝時事）

着手された核搭載型海洋発射巡航ミサイル（nuclear-armed sea-launched cruise 

missile: SLCM-N）の開発計画をキャンセルするとの箇所は、核抑止論者的考え方
の表れととらえ得る 43。巡航ミサイルは、対兵力打撃の実現可能性を支える精度革
命を代表する兵器であり、SLCM-Nは同盟国への拡大抑止や保証のための「柔軟
で低出力な選択肢に対するニーズの高まり」44に対応するために開発が始められた
ものであった。しかしながら、2022NPRの策定に携わったジョンソン国防次官補
代理は、バイデン政権はすでに「核使用を抑止するのに必要な力は持っている」と
考えており、SLCM-Nプログラムは「わずかな効用」しか持たないと説明してい
る 45。第3は、「敵対国が核兵器を使用した場合、その場所や核出力にかかわらず、
その使用は紛争の性質を根本的に変え、制御不能なエスカレーションの可能性を生
み出し、戦略的影響を及ぼす」46との記載である。これは、核が関与する紛争の論
理が通常のものと本質的に異なるという核革命の考え方に根差した記述であると考
えられる。第4は、「戦略的安定に寄与する姿勢」として「攻撃を受けてから発射
する政策（launch-under-attack policy）には依存していない」47とする箇所である。
この政策は、複数のセンサーが攻撃を検知した際に報復のための ICBM発射を準
備するドクトリンであり、先行研究では事実上の警報即発射（launch-on-warning）
態勢であるとも指摘されている 48。核優勢を説く論者は、まさにこのような警報即
発射や核の先行使用によって相手国の核戦力に対する武装解除または損害限定攻撃
を行うことが「核戦争に勝利する」うえで不可欠であると主張する 49。これに対し
て2022NPRでは、米国の核戦力が相手国からの第一撃に耐えられることを強調し、
このような攻撃下・警報即発射に頼る必要がないとの立場を示している。
他方で、2022NPRにおける次の部分は、核優勢論者的思考を反映していると解
釈できる。第1に、核兵器の役割として同盟国とパートナー国への保証を挙げる文
脈で「同盟国は、米国が（中略）危機や紛争において自分たちが負うリスクを軽減
する意思と能力を持っていることに自信を持たなければならない」50とする箇所で
ある。また第2に、核兵器の役割として抑止が失敗した場合に「可能な限り損害を
少なくして紛争を終わらせること」51を挙げている点である。これらには、米国の
核戦力バランスにおける優位と、抑止が破綻した際の損害限定能力が、拡大抑止の
信憑性を下支えするという核優勢論者の論理を反映している側面がある。第3に、
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核兵器を武力紛争法に従って運用し「意図的に民間人や物体を標的にしない」52と
明記している箇所である。これは、標的国の都市やインフラに対する対価値打撃を
原則的に排除する記述ととらえられ、対兵力打撃を推進する核優勢論者の論理を反
映していると解釈できる。第4に、核兵器の先行不使用や唯一目的化を宣言政策と
して採用することを見送った文脈における「それらのアプローチは受け入れ難いレ
ベルのリスクをもたらすと結論した」53との記述である。先述のように、核優勢論
者は自国の損害限定や拡大抑止の信憑性確保を目的とした武装解除のための先行使
用を排除しておらず、この記述にはその姿勢が反映されているともとれる。第5に、
中国やロシアに対する国別アプローチにおいて、W76-2弾頭やB61-12爆弾および
その他の兵器がもたらす柔軟性を強調している箇所である 54。これらは、核優勢論
者が対兵力打撃の実現可能性に言及する際に重視する、高精度、低出力の兵器に関
係するものといえる。
このように、「対価値打撃を重視する核抑止論者」と「対兵力打撃を重視する核

優勢論者」という2つの知的潮流は、米国の望ましい核戦略をめぐって対照的な志
向を持つ。これは、2022NPRにも入り組みあって反映されていた。2022NPRでも
触れられたバイデン政権によるSLCM-N開発計画のキャンセルに対抗する形で、
米国議会は、2023年度に同計画にごく小規模な予算を承認し、2024年度に向けて
さらなる予算を承認する可能性が高いとみられる 55。これは、望ましい米国の核態
勢をめぐる核抑止論者と核優勢論者の間での綱引きが、今日も続いていることの表
れといえるだろう。
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